入学式における「日の丸・君が代」不当処分に抗議する声明

　本日４月３０日、東京都教育委員会（都教委）は、入学式での「君が代」斉唱時の不起立などを理由に都立学校の教職員２名に対する懲戒処分発令を強行した（高校１名・減給１０分の１・６月、特別支援学校１名・減給１０分の１・１月）。これは３月卒業式での教職員４名の処分に続くもので、これにより卒業式、入学式などで「日の丸・君が代」を強制する１０・２３通達（２００３年）に基づく懲戒処分の数は延べ４６３名となった。私たちは、不当な処分発令に満身の怒りを込めて抗議し、その撤回を求めるものである。

なお、今回都教委は、都立高校教員に対しては、国歌斉唱時の「前傾姿勢」を職務命令違反であると強弁し、他の行動と合わせて減給６月の重い処分を科すという前代未聞の暴挙を行った。
都教委によるこれらの処分は、東京都の「裁量権の逸脱・濫用」であるとして減給・停職の処分を取り消した２回の最高裁判決（2012年1月及び2013年9月）の趣旨を無視するものであり、断じて許すことはできない。
また、都教委は、被処分者を対象に５月１３日に「服務事故再発防止研修」を実施することを決め、受講命令を発令した。この「研修」は、センター研修２回（各２００分）と長期にわたる所属校研修を被処分者（受講者）に課し、精神的・物理的圧迫により、執拗に追い詰め「思想改造」を迫るものであり、「繰り返し同一内容の研修を受けさせ、自己の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであれば、そのような研修や研修命令は・・・違憲違法の問題を生じる可能性があるといわなければならない」とした東京地裁民事１９部決定（2004年7月）に反するものである。
私たちは、都教委に対する「都教育庁関係部署（人事部職員課、教職員研修センター研修部教育経営課など）の責任ある職員と該当者及び被処分者の会・同弁護団との話し合いの場を研修実施予定日の前に設定すること」との申し入れ（４月２１日）を無視して強行発令された憲法違反の再発防止研修の即時中止を要求するものである。
上記最高裁判決は、起立斉唱・ピアノ伴奏を命ずる職務命令が「思想及び良心の自由」の「間接的制約」であることを認め、減給以上の処分については、「処分が重きに失し、社会観念上著しく妥当を欠き、懲戒権者の裁量権の範囲を超え、違法」として計３２件の減給・停職の処分を取り消した。最高裁が、都教委による従来の累積加重処分に歯止めをかけたのである。
更に、櫻井龍子裁判官は補足意見で、教育環境の悪化を危惧して、「教育の現場において…自由で闊達な教育が実施されていくことが切に望まれるところであり、全ての関係者によってそのための具体的な方策と努力が真摯かつ速やかに尽くされていく必要がある」と述べ（2012年1月16日）、鬼丸かおる裁判官の補足意見では、「謙抑的な対応が教育現場における状況の改善に資するものというべき」と教育行政による硬直的な処分に対して反省と改善を求めているのである（2013年9月6日）。

　１０・２３通達発出から１０年以上経過し、内舘牧子氏の教育委員退任（本年３月）により、同通達発出時の教育委員は一人もいなくなっている。こうした状況を踏まえて、私たちは、同通達に係わる懲戒処分について同委員会で真摯かつ慎重に議論し、これまでの教育行政及び同通達を見直すことを強く求めてきた。にもかかわらず、都教委は、一切の検討もせず、最高裁判決を無視して、原告団・弁護団との「話し合い」をも拒否して問題解決の努力を放棄するのみならず、ひたすら機械的・強圧的に教職員の処分及び再発防止研修を強行しているのである。

今、国政では、解釈改憲による集団的自衛権の行使容認によりこの国を「戦争をする国」にしようとする動きが加速している。「教育再生」と称する教育委員会制度・教科書制度改悪、道徳の教科化などの戦後の民主的教育の破壊の危機も進行している。学校での「日の丸・君が代」強制はこれらの動きと一体のものである。
私たちは、都教委の「暴走」をやめさせ、自由で民主的な教育を甦らせ、生徒が主人公の学校を取り戻すため、「日の丸・君が代」強制に反対し、全国の仲間と連帯して不当処分撤回まで闘い抜く決意である。「教え子を再び戦場に送らない」ために！
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